
文教委員会資料① 

１ 陳情の審査

 (1) 陳情第３７号 国に私学助成の拡充を求める意見書の提出を求める陳情 

 (2) 陳情第３８号 神奈川県に私学助成の拡充を求める意見書の提出を求める陳情

資料１ 川崎市内中学校・高等学校の生徒数及び行政体制 

資料２ 私学助成の概要 

資料３ 国の私立学校経常費助成費予算 

資料４ 神奈川県私立学校助成関係予算 

資料５ 私立学校に通う児童・生徒と保護者の皆様へ 

資料６ 神奈川県の高等学校生徒に対する支援施策 

資料７ 川崎市私立中学校及び高等学校助成関係予算、川崎市高等学校奨学金 

資料８ 公私立学校等児童・生徒数 

資料９ 公立中学校卒業者の進路状況 

資料１０ 都道府県別私立学校経常費補助単価（令和元年度） 

資料１１ 高等学校（全日制・定時制）都道府県別学校数 

資料１２ 私立高等学校（全日制）の初年度授業料等について（平成２７年度～令和元年度） 

資料１３ 「令和２年度国の施策・制度・予算に関する提案（個別的提案）」（令和元年７月

神奈川県）抜粋 

資料１４ 私立高等学校等の学費支援制度のご案内（２０１９年度） 

資料１５ 令和２年４月から私立学校授業料実質無償化がスタート！ 

資料１６ 図表でみる教育：ＯＥＣＤインディケータ２０１９年版 抜粋 

こども未来局 

（令和２年２月６日） 
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（令和元年5月1日現在）

中学校（６校）
学校名 生徒数

高等学校（６校）
学校名 生徒数

（令和元年5月1日現在）

高等学校(全日制） 単位：人
学校数 生徒数

（令和元年5月1日現在）

中学校 単位：人
学校数 生徒数

高等学校（全日制） 単位：人
学校数 生徒数 (※参考)川崎市立中学校出身者数

5 3,706 3,106

※川崎市立中学校出身者数については、平成29年から令和元年までの
5月1日時点での1年生の人数を合算したものとする。

※市内在住生徒数は令和2年1月7日現在

合計 6,222 1,597

(※参考)川崎市立中学校出身者数

14 12,264 9,541

※川崎市立中学校出身者数については、平成29年から令和元年までの
5月1日時点での1年生の人数を合算したものとする。

(※参考)市内在住生徒数

52 29,202 28,273

日本女子大附属 1,113 189
桐光学園 1,749 492

洗足学園 709 182
カリタス女子 537 210

うち市内在住生徒数
法政大学第二 1,894 365
大西学園 220 159

桐光学園 1,207 393
合計 3,960 1,026

カリタス女子 572 205
日本女子大附属 744 101

大西学園 16 9
洗足学園 749 193

川崎市内中学校・高等学校の生徒数及び行政体制

うち市内在住生徒数
法政大学第二 672 125

資料１

神奈川県
知事

（子どもみらい部

私学振興課）
・設置認可
・運営指導
・各種助成

神奈川県
教育委員会

・設 置

・運営管理

私立学校

県立学校

市立学校

川崎市
教育委員会

・設 置

・運営管理

25.9％

25.7%

77.8％

96.8%

83.8%
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１．私学助成の基本

①教育研究条件の維持向上

②修学上の経済的負担の軽減

③経営の健全性の向上

その他助成

市町村

私学助成の概要

私立学校の役割
（国の考え）

わが国の学校教育の発展にとって、質・量両面にわたり重要な役割

①建学の精神に基づく個性豊かな活動を積極的に展開

②大学生・短大生の約８割、高等学校生徒の約３割、幼稚園児の約８割が
私立学校に在学・在園

私学助成
の

主な法的根拠

私立学校法（昭和２４年制定）

　第59条（助成）

国又は地方公共団体は、教育の振興上必要があると認める場合
には、別に法律で定めるところにより、学校法人に対し、私立学校
教育に関し必要な助成をすることができる。

私立学校振興助成法（昭和５０年制定）

　第1条（助成の目的）

私立学校の健全な発達に資する

　第9条（都道府県への補助）

都道府県が教育に係る経常的経費について補助する場合、国は
都道府県に対し、その一部を補助することができる。

　第10条（その他の助成）

国又は地方公共団体は、第9条等の規定のほか、補助金の支出、
資金の貸付、その他財産の譲渡等をすることができる。

財源措置

都道府県(所轄庁)

経常費等助成

学校法人等（高等学校・中学校・小学校・幼稚園・特別支援学校等）

国・地方公共団体
の
施策

①経常的経費に対する補助を中心とした助成事業

②貸付事業

③学校法人が一般からの寄附金を募集することを容易にするための措置
等、必要な税制上の優遇措置

２．私立高等学校等に対する助成の財源等

国（国庫補助金等）

資料２
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単位：百万円

平成29年度 平成30年度 令和元年度 事業内容

100,719 100,689 99,388

①高等学校 53,817 54,642 55,078

②中等教育学校 357 347 338

③中学校 10,827 10,872 11,024

④小学校 3,426 3,461 3,521

⑤幼稚園 19,471 18,218 16,138

⑥その他特別補助 12,821 13,149 13,289

2,712 2,675 2,759

特定教育方法支援事業 2,712 2,675 2,759
特別な支援が必要
な私立学校等への
補助

103,431 103,364 102,147

２．私立高等学校等経常費
    補助

　　合　　計  （経常費等）

※　文部科学省への聞き取りによる

国の私立学校経常費助成費予算

事業名称

１．私立高等学校等経常費
    助成費補助

都道府県が行う私立
学校の経常費助成
費に対して補助
（広域以外の通信制
を含む）

資料３
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単位：千円

県
一般財源

国庫支出金 その他
県

一般財源
国庫支出金 その他

県
一般財源

国庫支出金 その他

43,736,282 37,575,722 6,160,560 0 43,366,413 37,215,301 6,151,112 0 43,389,417 37,148,283 6,241,134 0

①高等学校 20,078,867 17,239,949 2,838,918 20,210,008 17,346,818 2,863,190 20,840,143 17,866,571 2,973,572

②中等教育学校 577,054 490,537 86,517 559,091 474,429 84,662 599,851 506,692 93,159

③中学校 5,372,685 4,573,455 799,230 5,421,594 4,605,680 815,914 5,478,195 4,638,598 839,597

④小学校 2,281,619 1,933,774 347,845 2,329,867 1,969,934 359,933 2,388,380 2,012,817 375,563

⑤特別支援学校 528,254 528,254 521,089 521,089 530,779 530,779

⑥幼稚園 13,366,139 11,278,089 2,088,050 13,002,357 10,974,944 2,027,413 12,165,235 10,205,992 1,959,243

⑦専修学校・各種学校 1,531,664 1,531,664 1,322,407 1,322,407 1,386,834 1,386,834

２.私立高等学校等生徒学費補助 3,844,294 3,844,294 4,516,264 4,516,264 4,671,456 4,671,456

３.私立学校生徒学費緊急支援事業費 40,150 8,074 32,076 58,943 7,162 51,781 45,756 5,853 39,903

４.私立幼稚園特別支援教育費補助 1,741,264 837,345 811,919 92,000 1,922,368 932,400 912,968 77,000 1,920,016 942,200 900,816 77,000

6,400 6,400 6,400 6,400 6,400 6,400

６.私立学校教職員退職金制度補助金 884,924 884,924 925,516 925,516 941,036 941,036

613,285 613,285 623,926 623,926 641,456 641,456

８.私立学校振興資金利子補給費 6,815 6,815 15,260 15,260 16,851 16,851

９.私立学校施設耐震診断調査費補助 9,972 4,986 4,986 9,972 4,986 4,986 5,936 2,968 2,968

3,213 3,213 3,213 3,213 3,213 3,213

641,650 641,650 408,103 216,605 191,498 337,349 94,091 243,258

6,547,886 6,547,882 4 6,469,242 3,046 6,466,192 4 6,399,551 3,700 6,395,847 4

164,685 164,685 177,837 177,837 165,907 165,907

11,617 11,614 3 8,922 8,919 3 8,816 8,813 3

605,843 404,431 201,412 562,878 375,758 187,120 505,077 337,239 167,838

2,949,885 2,949,885

21,680 20,130 265 1,285 21,680 20,130 265 1,285 30,937 18,768 10,884 1,285

58,879,960 44,374,304 14,412,364 93,292 59,096,937 44,827,199 13,999,948 269,790 62,039,059 47,855,215 13,862,294 321,550

前年比2.6%減 前年比0.4%増 前年比   5.0%増

※　財源内訳の「その他」は、繰入金、諸収入等

16.私立幼稚園利用給付費負担金
市町村が実施する幼児教育無償化事業
に要する給付費の1/4を負担

17.その他 私学振興課運営費、私立学校審議会費等

合　　　　計

平成３０年度

計
財源内訳

13.外国人学校生徒等支援事業費
外国人学校に通う生徒を対象に、所得区
分ごとに学費負担を軽減するための助成

５.私学団体助成費
私学団体が実施する研修事業等に対し
て助成

退職金手当の給付財源の一部を助成

７.日本私立学校振興・共済事業団補助金 私学共済の長期給付財源の一部を助成

施設整備資金借入の支払利子の一部を
補給

障害のある幼児を受け入れる幼稚園に
対して助成

1．経常費補助
私立学校の経常的な経費や特色ある教
育への取組に対して助成

14.私立専門学校生徒支援検証事業費
専門学校生への効果的な経済支援のあ
り方に関する実証研究事業を実施

15.私立高校生等奨学給付金事業費
生活保護世帯、住民税所得割非課税世
帯の私立高校生等に対する奨学給付金
の支給等

施設耐震診断に要する調査費に対して
助成

10.公私立学校協調事業費 公私立高等学校による協調事業を実施

11.私立幼稚園施設整備費等補助
認定こども園への移行を図る私立幼稚園
の耐震化工事や、遊具等の整備費に対
して助成

12.高等学校等就学支援事業費 高等学校等就学支援金の交付等

保護者の学費負担を軽減するため、入
学金や授業料を軽減した私立高校等に
対して助成

家計急変した生徒等の授業料や、東日
本大震災により被災した生徒等の授業料
を軽減した私立高校等に対して助成

神奈川県私立学校助成関係予算

事業名称

平成２９年度

事　業　内　容
計

財源内訳

令和元年度

計
財源内訳

資料４
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№ 概要等 要件等 種別 金額

公立

国からの補助金を各学校設

置者が受領し、授業料に充

てる制度

保護者等の市町村民税所得割額と道

府県民税所得割額の合算額が50万

7,000円未満の世帯の生徒

給付

・全日制

118,800円

・定時制

32,400円

私立

①国からの補助金を各学校

設置者が受領し、授業料に

充てる制度

②振込又は授業料と相殺な

ど、学校によって異なる。

保護者等の市町村民税所得割額と道

府県民税所得割額の合算額が50万

7,000円未満の世帯の生徒

給付
118,800円

～297,000円

公立

７月１日現在で保護者が県

内に在住し、要件に該当す

る世帯への給付金

次のいずれかに該当する世帯

①生活保護（生業扶助）を受けてい

る世帯

②保護者全員の市町村民税所得割額

と道府県民税所得割額の合算額が非

課税である世帯

給付

・生活保護受給世

帯：32,300円

・非課税世帯：

36,500円

～129,700円

私立

７月１日現在で保護者が県

内に在住し、要件に該当す

る世帯への給付金

次のいずれかに該当する世帯

①生活保護（生業扶助）を受けてい

る世帯

②保護者全員の市町村民税所得割額

と道府県民税所得割額の合算額が非

課税である世帯

給付

・生活保護受給世

帯：52,600円

・非課税世帯：

38,100円

～138,000円

3
神奈川県の補助金として、

授業料及び入学金を補助

①神奈川県内の私立高等学校、中等

教育学校後期課程、専修学校高等課

程に在学

②生徒及び保護者が県内に在住

③保護者等の市町村民税所得割額と

道府県民税所得割額の合算額が37万

8,500円未満の世帯の生徒

給付

・授業料

74,400円～

265,800円

・入学金

100,000円

4

会社都合による解雇、倒

産、長期療養等により家計

が急変した生徒に対する制

度

①神奈川県内の私立高等学校、中等

教育学校後期課程、専修学校高等課

程に在学

②生徒及び保護者が県内に在住

給付

授業料補助額

178,200円～297,000

円

※上記の額から高

等学校等就学支援

金支給額を控除し

た額を支給

5
高等学校

奨学金

①無利息で卒業後に貸付期

間の4倍以内の期間で返還す

る貸付

②予約採用（中学３年生の

時）と在学採用（入学後）

の申込が可能

③貸付期間は１年間

④【第一種奨学金】と【第

二種奨学金】の区分があ

る。第一種奨学金について

は、所得、成績等の条件を

満たせば全額又は半額の返

還免除を受けることができ

る。

①【第一種奨学金】県内在住で県内

の高等学校等に在学

　【第二種奨学金】保護者が県内に

在住（生徒は県外在住も可）

②家計支持者の都道府県民税所得割

額及び市町村民税所得割額の合算額

が409,600円未満

③学校長が推薦する者

貸付

（無利

子）

【１年生】

・国公立（月

額）：10,000円又

は20,000円

・私立（月額）：

10,000円～40,000円

【２年生以上】

・国公立（月

額）：10,000円

・私立（月額）：

10,000円～30,000円

※上記金額で必要

な学資を賄えない

場合、申請により

基本月額に10,000

円の加算が可能

6
短期臨時

奨学金

入学前の３月末に高等学校

奨学金の一部相当額を前倒

しで貸し付ける制度

高等学校奨学金の予約採用奨学生と

して採用された者

貸付

（無利

子）

120,000円

神奈川県

私立高等学校等

生徒学費補助金

神奈川県

私立高等学校等

生徒学費

緊急支援補助金

神奈川県

奨学金

神奈川県の高等学校生徒に対する支援施策

名称等

1
高等学校等

就学支援金

2
神奈川県

高校生等

奨学給付金

資料６
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単位：千円

平成２９年度 平成30年度 令和元年度

350 350 350

2,203 2,203 2,203

（所管　こども未来局）

種別

給付

給付
川崎市高等学校
奨学金（入学支度
資金）

①市内在住
②第３学期前期の全履修科目の評定結果の
平均値が５段階評価で３．５以上
③前年の世帯の総所得金額が、一定の基準
額以内
④高等学校（中等教育学校後期課程及び特
別支援学校の高等部、高等専門学校（第３
学年まで）及び専修学校の高等課程を含
む。）の生徒が対象
⑤中学３年生の１１月に募集し、支給は入
学前の３月

・国公立：45,000円
・私立：70,000円

（所管　教育委員会）

川崎市高等学校奨学金

名　称 概要・要件等 金　額

川崎市高等学校
奨学金（学年資
金）

①市内在住
②前年度の全履修科目の評定結果の平均値
が５段階評価で３．５以上
③前年の世帯の総所得金額が、一定の基準
額以内
④高等学校（中等教育学校後期課程及び特
別支援学校の高等部、高等専門学校（第３
学年まで）及び専修学校の高等課程を含
む。）の生徒が対象
⑤毎年６月に募集し、８月及び２月に支給

・国公立（年額）
　第１学年：36,000円
　第２学年：61,000円
　第３学年：46,000円
　第４学年以降：36,000円
・私立（年額）
　第１学年：60,000円
　第２学年：85,000円
　第３学年：70,000円
　第４学年以降：60,000円

川崎市私立中学校
及び高等学校
教材教具等補助金

・私立学校の学校教育の目的を達成する
ために必要な教材及び教具並びに学校の
管理運営に必要な備品又は整備に要する
費用に助成
・対象校は、中学６校、高校６校

川崎市私立中学校及び高等学校助成関係予算

事業名称 事業内容

川崎市私立中学
高等学校長協会
補助金

川崎市私立中学高等学校長協会に対し、
私立学校の学校長、教頭及び教職員の研
修に要する費用に助成

資料７
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単位 ： 人

1  神奈川県内 各年度５月１日現在

平成29年度 平成30年度

公立 2,602 2,247 2,050 1.9%

私立 115,876 111,491 107,003 98.1%

計 118,478 113,738 109,053 100.0%

公立 1,509 1,532 1,485 7.8%

私立 10,752 14,248 17,661 92.2%

計 12,261 15,780 19,146 100.0%

国公立 451,057 450,721 448,423 97.7%

私立 10,496 10,585 10,581 2.3%

計 461,553 461,306 459,004 100.0%

国公立 204,609 200,648 198,941 88.9%

私立 25,032 24,907 24,889 11.1%

計 229,641 225,555 223,830 100.0%

公立 137,667 136,323 133,829 65.7%

私立 70,197 70,391 69,845 34.3%

計 207,864 206,714 203,674 100.0%

※神奈川県学校基本調査より集計

単位 ： 人

２　川崎市内 各年度５月１日現在

平成29年度 平成30年度

公立 － － － －

私立 20,294 19,541 19,095 100.0%

計 20,294 19,541 19,095 100.0%

公立 － － － －

私立 542 614 643 100.0%

計 542 614 643 100.0%

公立 72,951 73,853 74,367 97.9%

私立 1,561 1,568 1,578 2.1%

計 74,512 75,421 75,945 100.0%

公立 29,265 28,965 29,202 88.1%

私立 3,880 3,942 3,960 11.9%

計 33,145 32,907 33,162 100.0%

公立 17,431 17,345 16,988 73.2%

私立 6,118 6,266 6,222 26.8%

計 23,549 23,611 23,210 100.0%

※神奈川県学校基本調査より集計

小学校

中学校

高等学校
（全日制・定時制）

中学校

高等学校
(全日制・定時制）

令和元年度

幼稚園

幼保連携型
認定こども園

公私立学校等児童・生徒数

令和元年度

幼稚園

幼保連携型
認定こども園

小学校

資料８
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1　神奈川県内

（単位 ： 人）

69,996 100.0% 69,140 100.0% 68,742 100.0%

63,334 90.5% 62,698 90.7% 62,280 90.6%

44,137 63.1% 43,278 62.6% 42,982 62.5%

県内市立 3,681 5.3% 3,694 5.3% 3,673 5.3%

県立 39,806 56.9% 39,130 56.6% 38,674 56.3%

県外・国公立 650 0.9% 454 0.7% 635 0.9%

19,197 27.4% 19,420 28.1% 19,298 28.1%

県内 14,146 20.2% 14,435 20.9% 14,497 21.1%

県外 5,051 7.2% 4,985 7.2% 4,801 7.0%

2,028 2.9% 1,780 2.6% 1,516 2.2%

公立 1,997 2.9% 1,750 2.5% 1,480 2.2%

県内 1,984 2.8% 1,738 2.5% 1,461 2.1%

県外 13 0.0% 12 0.0% 19 0.0%

私立 31 0.0% 30 0.0% 36 0.1%

県内

県外 31 0.0% 30 0.0% 36 0.1%

4,634 6.6% 4,662 6.7% 4,946 7.2%

※神奈川県の教育統計「公立中学校卒業者の進路の状況」を基に作成

２　川崎市内

（単位 ： 人）

9,770 100.0% 9,881 100.0% 9,709 100.0%

8,791 90.0% 8,947 90.5% 8,765 90.3%

5,638 57.7% 5,498 55.6% 5,511 56.8%

市立 1,017 10.4% 1,049 10.6% 1,040 10.7%

市内県立 3,264 33.4% 3,179 32.2% 3,098 31.9%

市外・国公立 1,357 13.9% 1,270 12.9% 1,373 14.1%

3,153 32.3% 3,449 34.9% 3,254 33.5%

県内 1,092 11.2% 1,337 13.5% 1,334 13.7%

県外 2,061 21.1% 2,112 21.4% 1,920 19.8%

344 3.5% 274 2.8% 224 2.3%

公立 323 3.3% 259 2.6% 211 2.2%

市立 245 2.5% 181 1.8% 152 1.6%

市内県立 51 0.5% 47 0.5% 42 0.4%

市外・国公立 27 0.3% 31 0.3% 17 0.2%

私立 21 0.2% 15 0.2% 13 0.1%

県内

県外 21 0.2% 15 0.2% 13 0.1%

635 6.5% 660 6.7% 720 7.4%
その他 （高等専門学校、
通信制、就職者等）

※割合は、卒業者総数に対するそれぞれの区分の割合、算出にあたっては小数点第２位を四捨五入

卒業者総数

全日制高等学校

公立

私立

定時制高等学校

その他 （高等専門学校、
通信制、就職者等）

卒業年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

全日制高等学校

公立

私立

定時制高等学校

     公立中学校卒業者の進路状況

卒業年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

卒業者総数

資料９
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(単位　円)

順位 都道府県 予算単価 順位 都道府県 予算単価 順位 都道府県 予算単価 順位 都道府県 予算単価

1 鳥   取 467,879 1 鳥   取 465,159 1 静   岡 337,441 1 富   山 215,924

2 東   京 400,576 2 福   井 414,848 2 鹿児島 332,261 2 京   都 209,703

3 静   岡 375,511 3 東   京 368,299 3 沖   縄 329,218 3 新   潟 204,316

4 石   川 373,982 4 静   岡 337,975 4 宮   崎 328,399 4 岐   阜 203,656

5 山   形 370,506 5 鹿児島 330,979 5 大   分 327,462 5 東   京 203,646

6 佐   賀 369,991 6 沖   縄 330,326 5 群   馬 327,460 6 石   川 203,634

7 富   山 364,396 7 大   分 329,163 5 福   岡 327,460 7 群   馬 203,187

8 群   馬 364,099 8 青   森 329,159 5 茨   城 327,241 8 奈   良 202,000

9 福   島 363,081 8 群   馬 329,159 5 千   葉 327,241 9 茨   城 200,871

10 広   島 362,915 8 福   岡 329,159 5 長   野 327,241 10 静   岡 199,649

11 福   岡 362,179 8 茨   城 328,775 11 高   知 327,241 11 福   岡 198,149

12 長   崎 360,202 8 千   葉 328,775 12 長   崎 327,241 12 広   島 197,911

13 茨   城 359,816 8 富   山 328,775 12 福   島 327,110 13 徳   島 197,581

14 千   葉 359,811 8 長   野 328,775 12 岐   阜 323,398 14 兵   庫 197,537

15 岐   阜 359,526 15 島   根 328,775 12 岩   手 323,388 15 千   葉 196,549

16 岩   手 354,632 16 愛   媛 328,775 12 広   島 323,341 16 大   阪 193,564

17 徳   島 354,194 17 高   知 328,775 17 山   梨 322,828 17 栃   木 193,500

18 兵   庫 352,818 18 長   崎 328,775 18 石   川 316,931 18 佐   賀 193,055

19 秋   田 351,148 18 福   島 328,682 19 宮   城 314,911 19 山   口 192,000

20 京   都 350,441 18 熊   本 328,514 20 徳   島 312,617 20 山   形 191,353

21 香   川 349,423 18 宮   崎 328,399 21 和歌山 311,350 21 香   川 190,796

22 大   分 348,367 18 岐   阜 328,293 22 兵   庫 309,800 22 福   島 190,377

23 高   知 348,311 18 新   潟 327,841 23 愛   知 307,797 23 山   梨 189,904

24 新   潟 347,775 24 岩   手 324,923 24 栃   木 294,600 24 和歌山 189,310

25 山   梨 347,360 25 広   島 324,875 25 京   都 290,600 25 熊   本 188,720

26 奈   良 346,500 26 佐   賀 324,735 26 福   井 290,547 26 大   分 188,714

27 鹿児島 345,570 27 山   梨 324,345 27 東   京 281,507 27 愛   媛 188,449

28 山   口 344,500 28 石   川 318,659 28 滋   賀 260,000 28 埼   玉 188,044

29 熊   本 340,432 29 徳   島 314,879 29 奈   良 255,500 29 青   森 187,649

30 沖   縄 338,582 30 宮   城 314,613 30 埼   玉 247,700 30 高   知 187,629

31 島   根 338,525 31 兵   庫 314,325 31 岡   山 242,992 31 秋   田 187,449

32 福   井 337,501 32 和歌山 312,810 32 神奈川 240,396 32 愛   知 187,449

33 青   森 337,009 33 愛   知 312,578 33 大   阪 232,900 33 宮   崎 187,107

33 宮   城 336,660 34 香   川 308,754 北海道 骨格予算 34 鹿児島 187,102

35 栃   木 336,400 35 栃   木 295,900 三   重 骨格予算 35 長   崎 186,541

36 長   野 336,311 36 岡   山 294,762 青森 - 36 沖   縄 186,470

37 愛   知 336,311 37 京   都 292,000 秋田 - 37 岩   手 185,172

38 愛   媛 336,311 38 滋   賀 270,000 山形 - 38 福   井 184,888

39 宮   崎 335,954 39 大   阪 268,345 新潟 - 39 宮   城 182,571

39 和歌山 330,300 40 山   口 268,000 富山 - 40 神奈川 180,751

41 岡   山 326,789 41 奈   良 257,000 鳥取 - 41 岡   山 179,103

42 神奈川 323,234 42 埼   玉 253,931 島根 - 42 長   野 178,724

43 滋   賀 323,000 43 神奈川 237,344 山口 - 43 鳥   取 173,070

44 大   阪 306,700 北海道 骨格予算 香川 - 44 滋   賀 170,000

45 埼   玉 302,016 三   重 骨格予算 愛媛 - 45 北海道 骨格予算

北海道 骨格予算 秋田 - 佐賀 - 三   重 骨格予算

三   重 骨格予算 山形 - 熊本 - 島根 -

単純平均 350,612 単純平均 320,208 単純平均 305,337 単純平均 191,904

(日本私立中学高等学校連合会調べ）

高等学校（全日制・定時制） 中学校 小学校 幼稚園（学法）

　都道府県別私立学校経常費補助単価（令和元年度）
資料１０
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高等学校(全日制・定時制)都道府県別学校数
計　(本校＋分校)

区 分

計 全日制 定時制 併　置 全日制 計 全日制 定時制 併　置 計 全日制 定時制 併　置

4,897 4,258 167 472 15 3,559 2,947 163 449 1,323 1,296 4 23

4,887 4,248 168 471 15 3,550 2,938 164 448 1,322 1,295 4 23

北 海 道 277 236 10 31 － 226 185 10 31 51 51 － －
青 森 76 67 3 6 － 59 50 3 6 17 17 － －
岩 手 80 71 3 6 － 67 58 3 6 13 13 － －
宮 城 94 81 7 6 － 76 63 7 6 18 18 － －
秋 田 54 47 1 6 － 49 42 1 6 5 5 － －

山 形 61 56 1 4 － 47 42 1 4 14 14 － －
福 島 110 103 5 2 － 92 85 5 2 18 18 － －
茨 城 122 110 4 8 － 98 86 4 8 24 24 － －
栃 木 75 67 2 6 － 61 53 2 6 14 14 － －
群 馬 79 65 2 12 － 66 52 2 12 13 13 － －

埼 玉 194 170 5 19 1 145 121 5 19 48 48 － －
千 葉 182 165 1 16 － 128 111 1 16 54 54 － －
東 京 429 355 15 59 6 186 131 13 42 237 218 2 17
神 奈 川 235 207 3 25 － 156 128 3 25 79 79 － －
新 潟 102 91 9 2 － 86 75 9 2 16 16 － －

富 山 53 47 5 1 － 43 37 5 1 10 10 － －
石 川 56 50 5 1 1 45 39 5 1 10 10 － －
福 井 35 27 2 6 － 28 21 1 6 7 6 1 －
山 梨 42 35 2 5 － 31 24 2 5 11 11 － －
長 野 100 82 4 14 － 83 65 4 14 17 17 － －

岐 阜 81 70 3 8 － 66 55 3 8 15 15 － －
静 岡 138 117 2 19 － 95 74 2 19 43 43 － －
愛 知 222 189 4 29 2 165 134 4 27 55 53 － 2
三 重 70 59 3 8 － 57 46 3 8 13 13 － －
滋 賀 56 49 2 5 － 46 40 2 4 10 9 － 1

京 都 105 93 7 5 1 64 52 7 5 40 40 － －
大 阪 260 239 4 17 1 162 141 4 17 97 97 － －
兵 庫 205 182 13 10 － 153 130 13 10 52 52 － －
奈 良 53 46 3 4 － 37 31 3 3 16 15 － 1
和 歌 山 47 37 3 7 － 38 28 3 7 9 9 － －

鳥 取 32 28 2 2 － 24 20 2 2 8 8 － －
島 根 47 44 1 2 － 37 34 1 2 10 10 － －
岡 山 86 75 11 － － 63 52 11 － 23 23 － －
広 島 130 107 4 19 2 92 70 4 18 36 35 － 1
山 口 80 65 2 13 － 60 45 2 13 20 20 － －

徳 島 37 31 1 5 － 34 28 1 5 3 3 － －
香 川 40 31 － 9 － 30 21 － 9 10 10 － －
愛 媛 66 56 1 9 1 53 43 1 9 12 12 － －
高 知 46 32 3 11 － 37 24 2 11 9 8 1 －
福 岡 164 142 4 18 － 105 83 4 18 59 59 － －

佐 賀 52 45 － 7 － 43 36 － 7 9 9 － －
長 崎 79 71 2 6 － 57 49 2 6 22 22 － －
熊 本 73 65 － 8 － 52 44 － 8 21 21 － －
大 分 55 51 1 3 － 41 37 1 3 14 14 － －
宮 崎 54 48 2 4 － 39 34 2 3 15 14 － 1

鹿 児 島 89 87 － 2 － 68 66 － 2 21 21 － －
沖 縄 64 57 1 6 － 60 53 1 6 4 4 － －

1.　｢併置｣とは,全日制と定時制の両方の課程を設置している学校をいう｡
2.　上記のほか,通信制課程のみを置く高等学校(通信制独立校)については,第156表に掲げている｡

私 立

平成30年度

令和元年度

計 国　　立 公 立

資料１１
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【出典：文部科学省ＨＰから引用】

資料１２
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「令和２年度国の施策・制度・予算に関する提案（個別的提案）」（令和元年7月神奈川県）抜粋
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24 【出典：文部科学省ＨＰから引用】
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OECD  (OECD, 2019[1]) 

OECD 

2018 25 64
OECD 13 OECD

2016 7.8% OECD
2010 2016

OECD
3 2010 19% 2017 30%

OECD 36% 3 5 2017
91% OECD 87%

1 2017

1  
2017

OECD / UIS / Eurostat (2019) B4.1 3  ( )

6

26
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2018 25 64 OECD 39% 13
80%

OECD
2017 3 1

OECD 17% 18 3 2
OECD 13

81%
OECD 82% 76%

18 6 19 OECD
1 25 64

2012 40%
50% 59% 100 3

 (Gratton and Scott, 2016[2]) 

 (OECD, 2018[3]) 

(Central Council for Education, 2018[4]) 
2013 3% 2017 4% OECD

6% 2 OECD
4 90%

2040 18 30%
 (Central Council for Education, 2018[4]) 2013 2023 2

 (Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology, 2019[5]) 

 (Central Council for Education, 2018[4]) 
OECD OECD

2018
40%  (The Promotion and Mutual Aid Corporation for Private Schools of 

Japan, 2018[6]) 
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2010 2016

2 2010 2016

2010 100

1  2017
2  

OECD/UIS/Eurostat (2019) C4.3 3  ( )

2016 GDP 4% OECD 0.9
3

12,100 1 OECD
2016 7.8% OECD 3

8.4% 2010 0.6
2010 -3.3%

+4.4% 2
2016 90%

OECD 53% 17%
31% OECD

2017 2018 5,200 8,800
28,300 2020

 (Ministry of Education, Culture, Sports, 
Science and Technology, 2018[7]) 

1 GDP PPP
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